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２.成果参考指標

3.事業費 4.改善策の実施状況

5.評価時点での現状（客観的事実・データなどに基づいた現状）

①困っている「状況」

②困っている状況が発生している「原因」

③原因を解消するための「課題」

８．今後の方向性（課題にどのような方向性で取り組むのかの考え方）

交付者数／交付することが適当な申請者数

特になし

特になし

％

前年度の課題を踏まえた
改善策の実施状況

①順調に進んでおり課題がないため検討してい
ない

実績値

達成率

－

特になし

６.成果があったこと（改善されたこと）
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事務事業評価シート

目
的

（１）対象 私立高等学校等に在籍する生徒

（２）意図 保護者等の教育費負担を軽減するために、高等学校等就学支援金を交付する。

・保護者等の教育費負担を軽減するために、高等学校等就学支援金、高等学校等奨学のための給付金を支給する。
・高等学校を中途退学した生徒が再び高等学校等で学び直す場合等の教育費負担を軽減するために、高等学校等学び直し等のための就学支援金を支給する。

評価実施年度： 平成２９年度

28年度 29年度

100.0 100.0

事務事業の名称 私立高等学校等就学支援事業

事務事業担当課長 総務部総務課長　藤井　徹 電話番号

上位の施策名称
施策Ⅲ－１－２
発達段階に応じた教育の振興

支給対象者に対する交付率
目標値 100.0 100.0

30年度 31年度年度 27年度

【就学支援金・高等学校等学び直し等のための就学支援金】
・全ての意思ある高校生等が安心して勉学に打ち込める社会をつくるため、授業料に充てる高等学校等就学支援金を生徒に支給し、家庭の教育費負担の支援を行う。
【高等学校等奨学のための給付金】
・私立高校生等のいる市町村民税所得割が非課税である世帯を対象に、授業料以外の教育費の支援を行う。

うち一般財源（千円） 40,243 48,283

100.0

達成率

100.0

％

％

実績値

取組目標値

100.0

事　業　費（b）（千円） 805,239 822,644

今後とも適切に迅速な事務を行っていく。

７.まだ残っている課題（現状の何をどのように変更する必要があるのか）
・私立高校生等のいる年収約910万円未満の
世帯に対して授業料の一部を支援し、世帯の教
育費負担を軽減できた。
・私立高校生等のいる市町村民税所得割が非課
税である世帯に対して授業料以外の教育費の一
部を給付し、世帯の教育費負担を軽減できた。
・高校を中途退学した生徒が再び私立高校で学
び直す場合等に、年収約910万円未満の世帯
に対して授業料の一部を支援し、世帯の教育費
負担を軽減できた。

－ － －

前年度実績 今年度計画
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